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セクション 4

▶法定雇用率制度の現状と
小企業における事業協同組合型障害者1雇用の可能性

楠田弥恵

1　はじめに
　 今日の日本の障害者雇用の歴史は、1945年2の第二次世界大
戦終戦に端を発している。戦争によって負傷した軍人・民間人
への施策が急務となり、障害者雇用施策が重要な課題となっ
た。日本は1940年に脱退した国際労働機関（ILO、以下ILOと
する）3に1951年再加盟し、再び加盟国として責務を果たすこ
ととなった。
1955年、ＩＬＯは、「身体障害者の職業更生に関する勧告」
（第９９号勧告）4を採択。この勧告においては、障害者雇用に
関する各種施策原則、雇用機会を増大する方法を含む詳細を規
定しており、加盟国である日本も大きな影響を受けた。戦後の
日本は、その復興とともに、国際労働基準に則り、障害者雇用
施策を進展させてきた。
1976年「身体障害者雇用促進法」改正により、身体障害者雇
用が事業主に義務化された。従来の努力目標を超え、不足人数
に対し納付金徴収を伴う義務化を、社会が支持し社会活動を通
して推進してきた経緯を、本稿において確認する。
義務化以降、図１に示す通り、民間企業における障害者実雇
用率5は年々上昇し、2012年においては1.69％と過去最高とな
った。しかしながら、問題は法定雇用率（2012年時点で

1.8％）には届いていないという点にある。実雇用率は着実に上
昇しながらも、一定のスパンで引き上げられる法定雇用率に届
かない状況が続いている。
本稿では、まず法定雇用率制度が社会的コンセンサスに基づ
いて制定されるに至った経緯を確認する。次に、義務化以降、
企業努力の結果、実雇用率は上昇しながらも、法定雇用率に届
かない現状の一因として、民間企業の中に、実雇用率が高いグ
ループと低いグループが存在している状況を分析する。本稿で
は、現状として実雇用率が特に低い企業グループに焦点を当
て、その実態を検証し、実雇用率上昇に向けた具体的な解決策
を提案することを目的とする。
（図1）　法定雇用率・実雇用率・法定雇用率達成企業割合の
推移
　 法定雇用

率（％）
実雇用率
（％）

達成企業
の 割 合
（％）

　 法定雇用率
（％）

実雇用率
（％）

達成企業
の 割 合
（％）

1979 1.5 1.12 52.0 1996 1.6 1.47 50.5 
1980 1.5 1.13 51.6 1997 1.6 1.47 50.2 
1981 1.5 1.18 53.4 1998 1.6/1.8 1.48 50.1 
1982 1.5 1.22 53.8 1999 1.8 1.49 44.7 
1983 1.5 1.23 53.5 2000 1.8 1.49 44.3 
1984 1.5 1.25 53.6 2001 1.8 1.49 43.7 
1985 1.5 1.26 53.5 2002 1.8 1.47 42.5 
1986 1.5 1.26 53.8 2003 1.8 1.48 42.5 
1987 1.5 1.25 53.0 2004 1.8 1.46 41.7 
1988 1.5/1.6 1.31 51.5 2005 1.8 1.49 42.1 
1989 1.6 1.32 51.6 2006 1.8 1.52 43.4 
1990 1.6 1.32 52.2 2007 1.8 1.55 43.8 
1991 1.6 1.32 51.8 2008 1.8 1.59 44.9 
1992 1.6 1.36 51.9 2009 1.8 1.63 45.5 
1993 1.6 1.41 51.4 2010 1.8 1.68 47.0 
1994 1.6 1.44 50.4 2011 1.8 1.65 45.3 
1995 1.6 1.45 50.6 2012 1.8 1.69 46.8 
出所：平成24年障害者雇用状況の集計結果6（厚生労働省2012, 
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p19）7より筆者作成
（図１に記載されていない1977-1978年に関しては、厚生労
働省2003年発表「身体障害者及び知的障害者の雇用状況につい
て」による数字を引用すると、1977年実雇用率1.09%、1978
年1.11％である。さらに小野（1990）によれば、達成企業割合
は52.8％、52.1％となっている。）

2　障害者雇用義務化と社会的コンセンサス
2-1　法定雇用率制度制定までの経緯
2-1-1行政措置期間　 戦後-1960/事業主の努力義務期間　
1960-1976
　 第二次世界大戦終戦後、戦争により身体障害者となった人々
への具体的な施策が社会の重要な課題となった。1949年「身体
障害者福祉法」が制定され、1952年労働省は「身体障害者職業
更生援護対策要綱」を策定し、同年政府は「身障者の雇用促進
に関する重要事項」を閣議決定している。1951年、ILOに再加
盟が認められ、日本は国際労働基準を視野において障害者雇用
に取り組むこととなったのは前述の通りである。この段階まで
は障害者雇用促進の基盤となる法律が制定されておらず、行政
的な措置に留まっていた。障害者関係団体は、障害者雇用にお
ける法的根拠の確立を求めて、活動を続けた。
1955年、全国社会福祉協議会連合会8身体障害者部会は、割当
雇用法の法制化要求を決議し、他の障害者関係団体もこれに続
いた。さらに1955年ＩＬＯ総会にて採択された「身体障害者の
職業更生に関する勧告（第99号勧告）」も、国内のこうした活
動をバックアップする形となり、1960年「身体障害者雇用促進
法」が制定された。法的義務は伴わない事業主の努力義務では

あったが、初めて法定雇用率制度（割当雇用制度）が採用さ
れ、後に繋がる大きな一歩となった。
1960年制定時の民間事業所における障害者法定雇用率は、現
場的事業所1.1%、事務的事業所1.3%であった。1961年の実雇
用率は0.78％で、以降順調に実雇用率を伸ばし、1968年1.13％
となるが、同年法定雇用率が1.3％に引き上げられる。実雇用率
も5年後の1973年には1.30％に上昇し、法定雇用率をクリア、
1975年には1.36％9で、法定雇用率を上回るようになった。
順調な推移の背景には、事業主への助成を始めとする各種助
成措置の効果がある。と同時に、1960年代当時の高度経済成長
による労働吸収力の高さが大きな要因として存在している。こ
の時期においては、労働力不足のひとつの解決策として、小企
業を中心に障害者を雇用する傾向が見られた。しかし、1973年
のオイルショックを契機に景気が落ち込むと、障害者の解雇や
レイオフ、新規雇用の手控えが即座に発生し、その立場の脆弱
さが浮き彫りになった10。

2-1-2　1976年納付金を伴う事業主の法的義務化へ
　 上記の経緯を経て、障害者就労における身分の安定、継続的
な雇用を求める活動が盛んになり、障害者関係諸団体は1976年
「身体障害者雇用促進法改正をすすめる会」を結成、国会請願
署名運動等を開始した。一方、労働省も身体障害者雇用審議会
に「障害者の雇用の促進と安定のために講ずべき今後の対策に
ついて」を諮問し、改正への道のりを歩み始めた。
こうした活動の結果として、「身体障害者雇用促進法」制定か
ら16年を経た1976年、改正が実施され、身体障害者の雇用が事
業主に義務化された。同改正により、「身体障害者雇用率制
度」と「身体障害者雇用納付金制度」が制定され、法定雇用率

31

S S G VOL.1



遵守が事業主の法的義務となった。未達成人数に対し納付金が
課せられる。1976年の民間企業法定雇用率11は、1.5％であ
る。
1960年初めてわが国に障害者法定雇用率制度（割当雇用制
度）が採択され、1976年にその割当雇用が事業主の法的義務と
して再確認されたことは大きい。しかし、この時点においての
対象は、「身体障害者」に限定されていた。これは1981年、国
際障害者年12日本推進協議会が「国際障害者年・長期行動計
画」において、精神薄弱者をはじめ精神障害、てんかん、難
病、その他さまざまな障害をもつ者も対象にすべきことを指摘
する背景となる。さらに「昭和56年版（1981年版）厚生白書」
の序章第3節「ノーマライゼーションの思想」の中に、「近年、
障害者福祉の理念として注目を集めているのが、『ノーマライ
ゼーション(normalization)』の考え方であり、今日では福祉に
関する新しい理念全体を表す言葉として、世界的に用いられる
ようになってきている。この言葉は歴史的にみると、スカンジ
ナビア諸国を発祥の地として、『常態化すること』すなわち、
障害者をできる限り通常の人々と同様な生活をおくれるように
するという意味で使われ始めたとされている。・・・」という
記載があり、ノーマライゼーションを世界的流れとして、厚生
省が捉えていることが窺がえる。
　
　 2-1-3　 1987年「障害者の雇用の促進等に関する法律」へと
名称変更、知的障害者も対象に
　 1981年の国際障害者年日本推進協議会の指摘と相まって、全
日本精神薄弱者育成会は雇用率制度の適用を求めて行動を開始
した。さらに1983年ＩＬＯ総会において「職業リハビリテーシ
ョン及び雇用（障害者）に関する条約」（第159条約）13が採択

され、心身障害者を対象とする必要性が認識されるようになっ
てくる。こうした数々の動向を踏まえて、1987年、法律の名称
が「障害者の雇用の促進等に関する法律」（略称：障害者雇用
促進法）に改められ、身体障害者に加えて知的障害者が適用の
対象に入ることになった。
1988年、法定雇用率が1.6%に引き上げられる。1997年の改
正により、知的障害者の雇用が義務化され、翌年の1998年法定
雇用率1.8%とさらに上昇する。2006年、さらなる改正により
精神障害者および短時間労働者も適用対象となる。2013年4月
より、法定雇用率は2.0％となった。近未来に精神障害者の義務
化も制定されるものと予想される。
「国際障害者年行動計画」14に記された「障害者などを閉めだ
す社会は弱くもろい社会であり、障害者はその社会の他の者と
異なったニーズをもつ特別の集団と考えられるべきでなく、通
常の人間的ニーズを満たすのに特別の困難をもつ普通の市民と
考えられるべきです」というメッセージを支持する形で、わが
国の障害者雇用推進も進展してきている。

　2-2　上昇する実雇用率
　2-1において、終戦直後から今日に至るまでのわが国の障害者
雇用施策の推移を記した。ILOの国際基準をガイドラインに、
国民による社会運動と世論の支持を通して障害者雇用施策は進
展してきたのであるが、1976年の義務を伴う法定雇用率制度導
入以降、図１が示す通り、法定雇用率はクリアされていない。
法定雇用率達成企業割合は低下傾向をもって停滞しており、
2012年現在では半数を割っている。
しかし、必ずしも事業主が努力をしていないということでは
なく、実雇用率は着実に上昇してきたことも事実である。実雇
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用率は、1977年の1.09％に始まり、2012年には過去最高の
1.69％となっている。雇用人数も実雇用率と同様に着実に上昇
して、2012年に過去最高の38万2363.5人15を記録している。つ
まり、実雇用率と雇用人数はほぼ年々上昇しているが、法定雇
用率達成企業割合は低迷しているというのが現状である。
では、実社会の情勢に鑑みて、わが国の法定雇用率設定が高
すぎるのであろうか。次項において、法定雇用率設定の妥当性
を、検証する。　
　
2-3　労働政策審議会障害者雇用分科会による議論
法定雇用率は、全労働人口に対する全障害者労働人口の割合
（失業者を含む）を前提とした算定式16に基づいて制定されて
いる。厚生労働省による実際の算定式と、それを審議する労働
政策審議会障害者雇用分科会による議論を確認してみよう。
労働政策審議会17は、厚生労働大臣等の諮問に応じて、労働政
策に関する重要事項の調査審議を行う機関であり、その中に障
害者雇用分科会が設けられ、障害者雇用関連の政策審議におい
て重要な役割を果たしている。公益委員、労働者代表、使用者
代表、障害者代表の出席により、議論がなされ、議事録は厚生
労働省により公表される。
　2013年4月1日付にて施行された法定雇用率1.8％から2.0％へ
の引き上げについても、労働政策審議会障害者分科会において
議論がなされた。2012年5月23日の議題「障害者雇用率等につ
いて（案）」において示された雇用率2.0％への引き上げの根拠
と、使用者側を含む委員からの質疑応答は以下の通りである。
まず、2.0％の算定経緯は、同分科会資料（2012年5月23日）
によれば下記の通りである。
「障害者雇用率の設定の基準となる数値の調査結果につい

て」
（常用雇用身体障害者数 ＋ 常用雇用短時間身体障害者数 ＋ 失
業身体障害者数 
＋ 常用雇用知的障害者数 ＋ 常用雇用短時間知的障害者数 ＋ 
失業知的障害者数 ）
÷（常用雇用労働者数 ＋ 常用雇用短時間労働者数 × ０．５ － 
除外率相当労働者数 18＋ 失業者数 ）

｛３７．８万人＋１．６万人＋１９．１万人＋９．９万人＋
０．９万人＋６．７万人｝ ＝７６．０万人 
｛（３，４３２万人＋３１７万人×０．５） × （１－０．０５
４）＋２７２万人｝ ＝３６６８．６万人 
（注１） （注２） （注３） （注４） 
76.0万人÷3668.5万人＝ ２．０７２％ 
（注１）常用雇用労働者数（総務省統計局「労働力調査」より
推計） 
（注２）常用雇用短時間労働者数（総務省統計局「労働力調
査」より推計） 
（注３）除外率相当労働者数の割合（平成23年障害者雇用状況
報告） 
（注４）失業者数（総務省統計局「労働力調査」より推計）

　 使用者代表からは、次のような質問・意見（要約）が出され
ている。
＊障害者の失業者の定義はどのようなものか
＊法定雇用率引き上げにより達成から未達成になってしまう企
業、新たに雇用義務を課せられる企業への周知をしっかりと行
って欲しい
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＊円高・デフレ・原材料高・労働に関する規制強化・社会保障
費の負担増等、中小企業の経営環境は厳しい。このたびの引き
上げに対する中小企業への取り組みを円滑にするために支援・
周知が必要
＊50名ラインにあまり負荷を掛けるのもいかがなものか。中小
企業でも100名を超えるくらいならある程度いいのかなと思う
が、50名クラスの企業にあまり負荷がかかるのはどうか。
　 以上のような質問に対し厚生労働省が適宜回答をし、結果異
議なしにて厚生労働省案は「妥当」と認められた。
この際に、労働者代表から出された以下の発言が状況を端的に
表している。
＊今回の提案は、障害者の雇用促進等に関する法律に基づい
て、当該割合の推移に関して定めた政令に基づく数字の見直し
が、機械的に行われるという受け止めをさせていただきたいと
思う。

法定雇用率の見直しに関しては、上記労働者代表の発言の通
り、障害者雇用促進法第43条第２項及び第54条第３項におい
て、少なくとも５年ごとに、上記算定式により当該割合を算定
し、見直しすることと規定されている。2003年、2008年の見直
し年においては、法定雇用率は現行を維持し、2013年4月の引
上げは15年ぶりとなる。

2-4　世界の法定雇用率
世界における状況はどうであろうか。厚生労働省による「各
国の障害者雇用支援施策と雇用率制度の対象範囲19」によれ
ば、ドイツでは、2008年現在、法定雇用率（民間・公的部門）
5％（従業員20名以上の企業が対象）で、民間の実雇用率は

3.7%となっている。フランスでは、2008年現在、法定雇用率
6％（民間・公的部門）で、実雇用率は2.6％である。　 ドイ
ツ、フランスともに、実雇用率は法定雇用率をかなり割り込ん
でいるが、それぞれの実雇用率3.7%および2.6%（2008）は、
日本の1.69%（2012）をかなり上回っている。

3　実雇用率が低い企業グループの存在
3-1　法定雇用率クリアの大企業群と　低雇用率の最小企業群
2における検証により、法定雇用率制度が義務化されるまでの
経緯及びその算定方法が社会的に見て妥当であり、わが国の法
定雇用率が高いとは言えないことが分かった。本来、法定雇用
率は円滑に遵守されるべきであるが、実際は様々な企業努力に
もかかわらず未達成であることは上述の通りである（図１参
照）。
ひとくくりに民間企業と言っても、その状況は多様である。
2012年の集計結果を規模別に図表化した図２を見てみよう。
1000人以上規模の大企業群は、実雇用率1.90％で既に法定雇用
率（2012年時点で1.8％）を上回っている。それに対し、最小
企業群（56-100人未満）は実雇用率1.39％とかなり低く、全体
の実雇用率の引き下げ要因のひとつになっている。
次に、実雇用率の低い企業群の実態を分析し、その雇用を推
進するために適した施策について検証する。
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（図２）　 企業規模別実雇用率等一覧（2012年時点の法定雇
用率1.8％）
規模 社数 雇用障害者

数
実 雇 用 率
（％）

達成企業の
割合（％）

1000人以
上

3,080 195,192.5 1.90 57.5

500-1000
人未満

4,190 46,055.0 1.70 47.1

300-500人
未満

6,436 37,396.0 1.63 46.8

100-300人
未満

33,003 73,422.5 1.44 48.5

56 -100人
未満

29,599 30,297.5 1.39 43.7

出所：平成24年障害者雇用状況の集計結果20（厚生労働省
2012, p14）より筆者作成

3-2　最小企業群におけるゼロ雇用企業と複数名雇用企業
　 　 最小企業群（56-100人未満：2012年時点）においては、
障害者1名もしくは短時間労働者２名（重度障害者の場合は１
名）を雇用することで、法定雇用率は達成される（2013年4月
からは、法定雇用率2％となるため、最小企業群は50-100人未
満となる）。つまり、このクラスターにおける雇用率未達成企
業のほとんどは（0.5名雇用企業を除き）、ゼロ雇用企業と呼ば
れる全く障害者を雇用していない企業である。厚生労働省
（2012.ｐ20）によれば、56-100人規模企業の未達成企業1万
6671社のうち、1万6200社がゼロ雇用である。

　 最小企業群全体の54.7％がゼロ雇用企業である一方、最小企
業群全体の43.7％に当たる達成企業は平均2.16名を雇用してお
り、法定雇用率の1名を超えている。
（計算式）未達成企業のうち、0.5人雇用している企業4671社
による雇用障害者数は、2335.5人。
達成企業1万2928社により2万7962人（3万0297.5-2335.5）が
雇用されている。
従って、達成企業は１社平均2.16人を雇用していることにな
る。
　 以上の分析から、最小企業群のうち半分弱の企業は障害者雇
用に積極的な傾向があり、半分強は全く障害者雇用をしていな
いという、二極化した実態が読み取れる。本稿においては、ゼ
ロ雇用企業が雇用を開始することは、共生社会に連なる一員と
して重要であると考える。民間企業におけるゼロ雇用企業2万
4799社中16200社（厚生労働省2012.ｐ20）、65.3％を占める
最小企業群のゼロ雇用企業が、雇用を開始するにあたって有効
と思われる支援策を以下考察する。

4　ゼロ雇用小企業の雇用開始促進策
４-１　「中小企業における障害者の雇用に促進に関する研究会
報告書」
　雇用支援策としては、トライアル雇用21、ジョブコーチ支援22
等は、企業規模に関わらず対象となる。中小企業を対象とした
障害者雇用支援策は、国の施策としては、中小企業障害者多数
雇用施設設置等助成金、200人以下規模企業事業主の納付金徴
収免除（2015年からは100人以下となる）、報奨金の支給等が
あり、東京都中小企業障害者雇用支援助成金のように地方自治
体による支援策も講じられており、助成金施策が多い。
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　 助成金による資金的援助は障害者雇用を開始する小企業にと
ってその費用負担を軽減する意味において有効であるが、構造
的な仕組み作りの支援も必要である。その具体的な検討として
2007年に発表された「中小企業における障害者の雇用に促進に
関する研究会報告書」23（中小企業における障害者の雇用の促
進に関する研究会：2007）において、「複数の中小企業が共同
で障害者を雇用する仕組み」が「今後の中小企業に対する雇用
支援策等の在り方」のひとつとして提案された（中小企業にお
ける障害者の雇用の促進に関する研究会：2007,ｐ9）。
一方、労働政策審議会障害者雇用分科会においては、2009年
1月28日、「障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正
する法律について」、「法改正に伴う政省令等の主な改正事項
等について」などが議題に挙がり、その中において中小企業の
連携による障害者雇用促進案と考えられる「事業協同組合等算
定特例」（特例詳細は次章4-2参照）について議論がなされた。
さらに同年2月4日、2月26日と、引き続き同分科会において議
論がなされ、2009年4月1日「事業協同組合等算定特例」は施行
されるに至った。

4-2　小企業にとっての特例子会社　：事業協同組合等算定特例
　4-1の経緯で制定された「事業協同組合等算定特例」は、いわ
ば中小企業版の特例子会社制度と言えるものである。特例子会
社制度24とは、障害者雇用を専門的に推進する子会社を設立す
る方法で、障害者雇用推進策として1987年に制定され、以降増
加傾向をたどり2012年5月末現在349社が認定を受けている。
しかし、障害者雇用に特化した子会社を新たに設立すること
は、小企業にとっては全く現実的な選択肢ではない。
中小企業においても運用可能な特例子会社に近いシステムとし

て制定されたのが、「事業協同組合等算定特例」である。厚生
労働省によれば、「この事業協同組合等特例は、中小企業が事
業協同組合等を活用して共同事業を行い、一定の要件25を満た
すものとして厚生労働大臣の認定を受けたものについて、事業
協同組合等（特定組合等）とその組合員である中小企業（特定
事業主）で実雇用率の通算が可能となるものである」と規定さ
れる。事業協同組合、水産加工業協同組合、商工組合又は商店
街振興組合が対象になる。
　 一社一社の小企業が設備投資、雇用ノウハウの蓄積、障害者
雇用に十分な仕事量の確保を行い、障害者雇用に適した環境を
作ることは容易ではないが、複数社が集まって運営する協同組
合形式であるなら、その負担度合は軽減され、今後の活用が期
待されるシステムである。

4-3　先行調査に見る事業協同組合型障害者雇用例
　 事業協同組合型障害者雇用に関する先行研究はまだ極めて少
ない。前述のように「中小企業における障害者の雇用の促進に
関する研究会」（2007,ｐ9）が、複数の中小企業が共同で障害
者を雇用する仕組み構築をまず提案している。一方、独立行政
法人高齢・障害者・求職者雇用支援機構は、事業協同組合型障
害者雇用に関する調査を2007-2008年度に行ない、その調査結
果を発表している。この先行調査は、綾瀬市リサイクル協同組
合（神奈川県）と神奈川県建設総合サービス協同組合に委託
し、2007-200８年度の2カ年計画で「中小企業が協働して障害
者雇用を推進するモデル事業」に基づいて実施されたものであ
る。

4-3-1　 「中小企業における障害者の雇用の促進に関する研究
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会」の指摘
　 上記研究会は、個々の中小企業が障害者雇用を進めるのに十
分な仕事量を確保することが難しいケースが想定されるとし
て、数社で業務を切り出し集約することで、障害者の仕事を確
保することの重要性を指摘している。
また、同研究会は各関係機関へのヒアリングを行っている。そ
のひとつである就労支援機関ヒアリングにおいて、共同で障害
者雇用に当たる仕組みを雇用率に反映するシステムが構築され
たならば、障害者雇用促進に非常に有効であろうという意見が
出されたことを紹介している。
　
4-3-2　綾瀬市リサイクル協同組合
　 以下、綾瀬市リサイクル協同組合と神奈川県建設総合サービ
ス協同組合による障害者雇用について、独立行政法人高齢・障
害者・求職者雇用支援機構（2008）「事業協同組合における障
害者雇用事例－中小企業の共同による障害者雇用の取組―」、
『職域拡大等研究調査報告書』No.269に基づいて紹介する。

　（１）経緯
1984年綾瀬市において資源物等の回収・運搬・処理事業が開始
されるに当たり、その業務の受け皿として、それぞれ問屋組織
を持っている5社からなる「協力会」が発足し、1986年にその
発展形として綾瀬市リサイクル協同組合が設立された。組合の
共同作業施設において知的障害者を13年以上雇用してきた経験
の蓄積があったため、2004年社会福祉法人県央地域就労援助セ
ンターと協力しつつ、障害者4名を同時に実習生として受け入れ
た。その後さらに2名が加わり、実習から雇用へと移行。現在
従業員11名中6名が障害者（知的3・精神3）であり、ビン・缶

等の選別と電機製品等の解体を主業務としている。
（２）組合における仕事の流れ
綾瀬市からの資源物等の回収・運搬・処理業務を、組合が受注
し、その仕事を組合員企業及び組合自体に再発注する。選別さ
れたものは各組合員企業に納品され管理される。この流れの中
で現在障害者が担当しているのは、組合における処理業務（選
別と解体）である。
（３）障害者従業員への対応
組合業務を細分化・簡素化することで障害者に適した仕事を切
り出すとともに、仕事が継続的に確保されるよう心がけてい
る。障害者の仕事調整等を担当する職員を置くことも大切であ
る。地域就労援助センターと連携し、ジョブコーチとの関わり
を密にしている。
（４）組合員企業との関わり
日常においては、組合の事務局職員が専任で障害者の雇用管理
に当たっている。組合員企業5社は、月に一度開催される組合会
議の場において、障害者雇用の現状等について情報を交換し、
この会議における決定事項に基づいて、組合事務局が障害者の
雇用管理を行っている。
（５）組合・組合員企業による障害者の職域開発 /
職場定着対応マニュアル
経験によってまとめられたマニュアルには、実践的なノウハウ
に関わるポイントとして以下5点が挙げられている。１）長時間
の作業にせず、短時間の組み合わせにする。休憩時の会話が重
要である　 ２）グループでの目標設定（障害者の得手・不得手
を確認する）　 ３）作業を 3 -
4工程に区分し、時間ごとに適宜入れ替え等を行う　 ４）曜
日・天候・人間関係などによる体調等の変化や状態の把握　
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５）効率化と費用対効果を試算する（精度等に応じた配置を考
える）
以上、綾瀬市リサイクル協同組合の雇用例の概略を記載し
た。組合の共同作業施設と組合専任の職員を擁していること、
障害者雇用の実績とノウハウが蓄積されていること等が、さら
なる発展的雇用に結びついた例である。協同組合の障害者雇用
における先行例として、ますますの情報発信が期待される。

4-3-3　神奈川県建設総合サービス協同組合
（１）経緯
神奈川県建設総合サービス協同組合は、1992年設立の組合員企
業3社から成る協同組合で、建設業またはビルメンテナンス業を
営む事業者によって構成されている。2007年組合員企業からの
障害者雇用提案が契機となって協議に入った。組合員企業一社
一社では、障害者雇用の必要性を感じながらも、ノウハウがな
いこと、経営基盤が脆弱であること、障害者が現場の即戦力と
なるだけの作業能力を修得するのに必要な期間・体制について
の課題など、踏み切れない要素が多々存在していた。そこで、
組合自体が障害者を雇用することを基本方針として、障害者雇
用開始に取り組むことになった。
（２）組合における仕事の流れ
共同施設・専属職員をもたない組合である。ビルメンテナンス
業務等を共同受注し、組合の責任のもと、各組合員企業が顧客
の施設を仕事先として業務を行っている。障害者雇用開始に当
たって、各組合員業務のうちの日常清掃業務を、障害者雇用の
業務として切り出す方向となった。
（３）障害者従業員への対応
2008年、養護学校高等部から職場実習生１名を受け入れるとと

もに、障害者担当職員を1名新規採用した。この経験をもと
に、同年、精神障害をもつ求職者をハローワークを通じてトラ
イアル雇用し、1ヶ月後に正規雇用となった。担当業務は日常
清掃で、仕事場は地域の農業協同組合である。
（４）組合員企業及び関連組織との関わり
組合内に推進員を設置し、作業部会と推進会議（推進員で構
成）を開催、必要な連絡調整、検討等を行う。作業部会は、組
合及び各組合員企業代表、推進員、神奈川県中小企業団体中央
会（この組合の上部団体）、ハローワーク、就労支援機関の各
担当者11名によって構成され、隔月開催である。推進員は現在
３名で、各組合員企業との連絡調整、就労支援の整理、先進事
例の施策などを担当する。推進会議は毎月開催される。また、
「神奈川ソーシャルインクルージョン推進機構」立ち上げに参
加し、一組合としての単独行動ではなく、この機構を通したネ
ットワークを通じての障害者雇用に取り組む姿勢を明確にす
る。
（5）障害者雇用開始例
上記組合の最大の特色は、「共同施設をもっていない組合」に
おける障害者雇用であるという点、及び障害者雇用の経験がな
い状態からのスタートであるという点である。障害者雇用を開
始しようという熱意をもって、周囲とのネットワークを積極的
に築き、初めての雇用を成功させている。隔月で開かれる作業
部会において、ハローワーク、就労支援機関の各担当者も出席
し、意見交換、進捗状況の確認等を行っている点が注目され
る。組合内に作業場がなく、障害者従業員は顧客の現場におい
て仕事をすることになるが、綿密な打ち合わせとサポートによ
り順調に推移しており、共同作業場をもたない組合にとって重
要な先例である。
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5　先行調査によって得られた知見
　4-3における先行調査例を基に事業協同組合型の障害者雇用を
成功させるために、不可欠と思われる重要点を以下まとめる。
１）事業協同組合における障害者雇用担当のチーム・担当者・
窓口を明確にする　 ２）担当窓口を必ず通すことによって、組
合会員・従業員・仕事先である顧客等への連携をスムーズにす
る　 ３）月例会等、定期的に組合、組合会員、現場担当者、関
係協力組織等が情報交換、意見交換できる場を作る。また、そ
こにおける決定事項を担当部署に的確に伝達する　 ４）支援セ
ンター、ハローワーク、特別支援学校等と連携をとり、実習生
の受け入れ・トライアル雇用を活用する。またこれら専門機関
からアドバイスを受ける　5）障害者雇用の先行企業・組織の見
学・ヒアリングを積極的に行う　6）日常業務を細分化しその内
容を吟味することで、障害者に最も適した仕事を切り出し、ま
た一定の発注量を継続する　以上、1-3までは事業協同組合に特
に必要な点であり、4-6は障害者雇用全般的において必要な点で
ある。両者が達成されることで、障害者雇用に適した環境を創
出することが可能になる。
　 組合独自の施設や従業員を擁していない場合、それが組合形
式での障害者雇用に踏み切れない一因となっている可能性があ
る。しかし、先行例のように、共同設備を有していなくても、
定期的に会合を持ち連絡を密にすること、責任体制を明確にす
ることで、組合型障害者雇用は可能である。一社だけで障害者
雇用問題を抱え込むことなく、組合という共同の場を得ること
で、情報交換、人的・資金的側面での拡充、受注量の安定、社
会的信頼など得るものは多い。
　 しかしながら、組合型の取組みでは、資金の分担、障害者雇

用納付金が発生した場合の各特定事業主への賦課の按分等、協
同組合として事前に検討すべき事柄が多くなるのも事実であ
る。これら認定要件に関連する構造的決定事項は、十分なコン
センサスのもとスタートすべきである。さらに、障害者雇用を
進めるに当たっての具体的な取り組みについては、前述のよう
に障害者雇用の先行企業・組織の見学・ヒアリングがきわめて
有効である。もちろん、同じ協同組合型障害者雇用の先行例が
最も参考になろうが、現時点ではその数は非常に少ないため、
特例子会社を含む障害者雇用の先行企業を幅広く参考にするこ
とになるであろう。障害者雇用に積極的取組みをしている企
業・組織は、オープンマインドであるケースが多く、見学を広
範に受入れている。企業・自治体・支援センター・特別支援学
校等とのネットワークも充実しており、幅広く情報収集を行う
ことができる。

6　今後の課題
6-1　事業協同組合等算定特例における適用範囲拡大の必要性
　 　「事業協同組合等算定特例」創設から3年が経過した2012
年5月末現在で、事業協同組合等算定特例の認定は、わずかに１
件（東京都内のビルメンテナンス系組合）である。利用件数が
伸びない理由のひとつに、特例の対象が、事業協同組合、水産
加工業協同組合、商工組合又は商店街振興組合に限定されてい
ることがあると推測される。政府広報オンライン26によれば、
2009年3月末現在、事業協同組合は3万2384組合存在している
ので、その総数は決して少なくはないが、未知数であるシステ
ムに挑戦するに当たっては、さらなる柔軟性が必要と思われ
る。既存の組合が算定特例に取り組むケースだけでなく、障害
者雇用をスタートしようとしている小企業同士が協力し合う新
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しい仕組みが求められているのである。

6-2　有限責任事業組合（LLP）27の提案
　 ここで、新しい事業体形式として、2005年に制定された有限
責任事業組合について触れてみたい。有限責任事業組合は、民
法組合の特例として2005年に制定され、有限責任制、 内部自
治原則、 構成員課税という特色をもつ。設立に要する費用・時
間も少ない。ベンチャーや中小企業と大企業の連携、中小企業
同士の連携、大企業同士の共同研究開発、産学連携 、IＴ等の
専門技能を持つ人材 による共同事業などを振興し、新産業を創
造することを目的として、制定された。
　 この有限責任事業組合という新しい事業体は、小企業数社が
共同して障害者雇用を開始しようとする場合、非常に適したシ
ステムと考えられる。つまり、障害者雇用を共通の目的とした
小企業同士の連携という点において有効な事業体であり、有限 
責任事業組合(LLP)を、法人格の有無等性質の違いを超えて事業
協同組合等算定特例対象に含めることによって、特例活用の可
能性が広がると思われる。
　 現時点では特例の対象が、事業協同組合、水産加工業協同組
合、商工組合、商店街振興組合に限定されているが、まずは当
該制度の活発な活用を目標に柔軟な対応が必要と思われる。

7　まとめにかえて
法定雇用率制度は、戦後から今日までの長い時間をかけてそ
の必要性が周知され、成立した。しかし、義務化以降、民間企
業の実雇用率は、法定雇用率を下回っている。本稿では、民間
企業を企業規模別に分析し、大企業が既に法定雇用率をクリア
したのに対し、最小企業群の実雇用率が最低となっていること

に注目した。
最小企業群のうち43.7％の企業は平均2人以上を雇用し健闘し
ている。そして、54.7％がゼロ雇用企業である。本稿は、全く
障害者を雇用していない小企業が雇用を開始するに当たり、現
在法制化されている支援策のうち、最も構造的な施策のひとつ
である事業協同組合等算定特例に焦点を当てた。
2012年の集計結果において、実雇用率が最低である最小企業
群（56-100人未満）であるが、全雇用障害者に対する知的障害
者の割合約29.0％と、全企業における平均割合約19.5％より高
い。雇用を実施している小企業は、知的障害者を他の企業群よ
り高い比率で採用していることが分かる。身体障害者の雇用に
関しては、設備投資が必要なケースが多く、小企業にとって資
金的に工面しにくいという背景がある一方、従業員同士の距離
が近い小企業では、知的障害者が働きやすいという側面もあ
る。
現在ゼロ雇用である小企業が、事業協同組合型障害者雇用を
活用することによって、知的障害者を始め1人でも多くの障害者
へ雇用創出することができるならば、共生社会に大きな力を付
与することになる。「6今後の課題」において述べたように、そ
のためにはより柔軟な小企業協力の仕組みを作る必要がある。
本稿においては有限責任事業組合（LLP）をそのひとつの策と
して提案した。今後も、より利用しやすい小企業同士の協力体
制の枠組み作りを研究の課題として、小企業のヒアリングをさ
らに進めていく予定である。
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ɪƄrtC¯İ¿ƔefkuɖĨȁfɘƾfÉȾeɐs
uǐǠÀaɠĿɌɫ¶ɉƫ¦ɅĢȀɒěĢǰƭĢɆų
ťɡxɎÌT`ix_2007ĹAǐǠÀfƒțǱƏhmb
msvx_ïƼçÍǌgAmvsĕāƃɠ¨ȝǐǠÀg
ÎɦǐǠÀfib^abuɡxȳmeA2008ĹƕǦȔƢ
eôſouubbpeAɖĨȁɘƾÉȾƧfŰƝeÿ
kAçÍŲǥĬȪÀɖĨȁɘƾØǛÀefc`ƒțT`
cjbT`cu_

24) ïƼçÍǌeruƶÅġÀǕÞľfƕȔȤžerv
hCɖĨȁfɘƾfÉȾójģĥxčuxoA²Ɣ°h
ɖĨȁfɘƾeƶÜfɈŚxTxġÀǕxȞǡTA¦ĥ
fȔ½xƯxsĖüegAƶÅbT`vfġÀǕeɘƾ
ov`cuçÍȁxȗÀǕeɘƾov`cupfbnd
T`AĦɘƾƸxǦĥaiumbbT`cu_ 
mxAƶÅġÀǕxŢ^ȗÀǕe^c`gAɐÈsuġ
ÀǕpĀoA¿Ɣ��¥�eruĦɘƾƸǦĥxùȅb
T`cu_abAT`cu

25) ïƼçÍǌeru²ƔìýǯüǤǦĥƶÅȣĥfȔ
½ɠ2013Ĺ3Ƅƹďɡ
ɢ²ƔìýǯüǤfȔ½
:²ƔìýǯüAơƽãĳƔìýǯüAćĳǯüògć
ļȎŤȈǯüabumb_ 
; ȖǪǤeA²ƔìýǯüǤhɖĨȁɘƾǫ¹ɊǤxō
õovxĖüeAƶĥ²Ɣ°efkuɖĨȁfɘƾƷƦ
eőr`AɖĨȁɘƾǫ¹Ɋfǰȭxƶĥ²Ɣ°eȯȥ
suŽfĥohbumb_ 

< ²ƔìýǯüǤójƶĥ²Ɣ°efkuɖĨȁfɘƾ
fÉȾójģĥeɐsu²Ɣ
(ɘƾÉȾ²Ɣ)xɄÙeĦŻsuxofȚǂ(ĦŻȚǂ)x
ÃśTAmfĦŻȚǂeŊz`AɖĨȁfɘƾfÉȾó
jģĥxǒĦeɂśsumbhaiubȣosvum
b_ 
= ȇs1µ»¨fɖĨȁxɘƾTAmxAɘƾsuķƾ
çÍȁeĭsuɘƾɖĨȁfàühA20%xȱe`cu
mb_ 
> ȇsɘƾsuɖĨȁeĭT`AɄÙdɘƾǧƺxȍd
mbhaiubȣosvumb_ 
ɠÑÂǆegAɖĨȁfxofŻȞfŰĈAĮ¾fţį
ąfɈǾǤɡ 
ɢƶĥ²Ɣ°fȔ½ 
: ²ƔìýǯüǤfǯüąabumb_ 
; ɘƾsuķƾçÍȁfŴh56µ»¨abumb_
< ġÀǕƶÅAɐÈÀǕƶÅAɐÈġÀǕƶÅòg¸f
ƶĥ²Ɣ°ƶÅfȣĥx÷k`fstAŅȡȣĥeÈu
ġÀǕAɐÈÀǕAɐÈġÀǕògƶĥ²Ɣ°adcm
b_ 
= ²ƔìýǯüǤfȍd²Ɣbƶĥ²Ɣ°fȍd²Ɣb
fµǆɐÈògĉƔ¨fɐÈhǷīabumb_ɠÑÂ
ǆegAƶĥ²Ɣ°gsfņąƪɃǤɡ 
> vfȖƗeőr`AvvwvƛeŪluŴ»¨fɖĨ
ȁxɘƾT`cumb_ 
z ķƾçÍȁŴ167µƇƯ Ȕ½dT 
{ ķƾçÍȁŴ167µ»¨250µƇƯ ɖĨȁ1µ 
| ķƾçÍȁŴ250µ»¨300µ»© ɖĨȁ2µ

26) ŲĽĺĕ}¢�{¢@
http://www.gov-online.go.jp/topics/kyodokumiai/
ɠ2013Ĺ4Ƅƈƹďɡ

27) ƅɑȬ¾²ƔǯügA2005ĹCƅɑȬ¾²ƔǯüĞ
ǪeɐsuƧňaɠLLPƧɡhśǡTAȞǡhùȅbd
zx_ ƖśąÎąhƅɑȬ¾abuAŭǇqƘɑfØɈ
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xȇǀeƣoumbhaiuAƖśąȥǝfɄƾx÷k
uɠ²ƔÂbT`ȥǝovdcɡǤhƶȊbdz`c
u_ŊƎfǯübǄdtAƠƧǯüfƶÅbT`A×Ȯ
ȁÎąfƅɑȬ¾ÞxŦƾT`cuƲhƶeƨǉov
u_
ǰƭƽƔǌervhA CɭɭɮÞľfáȞertA�¢
��¥q¯İ¿Ɣbě¿ƔfȽŮA¯İ¿ƔýęfȽ
ŮAě¿ƔýęfÐýǐǠɎǅAƽĢȽŮ A
IɯǤfĮɍŞȅxŢ^µƊ eruÐý²ƔdcxŤȈ
TAŹƽƔxáȼsuabfmbabu_ɠ×Ŝɫƅɑ
Ȭ¾²ƔǯüĞǪeɐsuƧňe^c` 
http://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/
keizaihousei/pdf/llp_gaiyou.pdf
2013Ĺ4Ƅƹďɡ
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